
情報通信審議会 情報通信技術分科会（第８９回）議事録 

１ 日時 平成２４年１０月１９日(金) １５時００分～１５時５３分 

２ 場所 総務省８階１特別会議室 

３ 出席者（敬称略） 

（１）委員 

坂内正夫（分科会長）、徳田英幸（分科会長代理）、相田仁、青木節子、荒川薫、 

伊東晋、近藤則子、鈴木陽一、野間省伸、服部武、廣崎膨太郎、前田香織 

（以上１２名） 

（２）専門委員 

藤原修（以上１名） 

（３）総務省 

（情報通信国際戦略局） 

久保田総括審議官、田中技術政策課長 

（情報流通行政局） 

南官房審議官、吉田総務課長、野崎放送技術課長 

（総合通信基盤局） 

武井電波部長、安藤総務課長、竹内電波政策課長、丹代電波環境課長 

（事務局） 

松村情報通信国際戦略局情報通信政策課管理室長 

４ 議題 

（１）答申事項 

ア．「国際無線障害特別委員会（ＣＩＳＰＲ）の諸規格について」のうち「広帯域電力

線搬送通信設備の屋外利用に係る許容値及び測定法」について【昭和 63 年９月 26

日付け 電気通信技術審議会諮問第３号】 

イ．「国際無線障害特別委員会（ＣＩＳＰＲ）の諸規格について」のうち「ＣＩＳＰＲ

バンコク会議 総会対処方針」について【昭和 63年９月 26日付け 電気通信技術

審議会諮問第３号】 

（２）報告事項 

  「放送システムに関する技術的条件について」のうち「放送事業用無線局の高度化の

ための技術的条件」に関する検討開始について 【平成 18年９月 28日付け 情報通信技

術分科会諮問第 2023 号】 
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開  会 

 

○坂内分科会長  それでは時間になりましたので、情報通信審議会第８９回情報通信技

術分科会を開催させていただきます。 

 本日は委員１５名中、１２名が出席されておりますので、定足数を満たしております。

なお、答申事項の説明のために藤原専門委員にもおいでいただいております。よろしく

お願いいたします。 

 会議の様子はインターネットより中継をしております。あらかじめご了承をよろしく

お願いします。 

 

議  題 

 

１．答申事項 

（１）「国際無線障害特別委員会（ＣＩＳＰＲ）の諸規格について」のうち「広帯域電

力線搬送通信設備の屋外利用に係る許容値及び測定法」について【昭和６３年９月

２６日付け 電気通信技術審議会諮問第３号】 

 

○坂内分科会長  それでは、お手元の議事次第に従って、今日の議事を進めていきたい

と思います。議題は答申２件と報告事項１件の３件でございます。 

 最初に答申ですが、諮問第３号「国際無線障害特別委員会の諸規格について」のうち

「広帯域電力線搬送通信設備の屋外利用に係る許容値及び測定法」について、電波利用

環境委員会主査の藤原専門委員からご説明をよろしくお願いいたします。 

○藤原専門委員  藤原でございます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、資料の８９－１－１、電波利用環境委員会報告概要とありますが、ダイジ

ェスト版で、広帯域電力線搬送通信設備の屋外利用に係る許容値及び測定法について、

ご報告の説明をいたします。 

 １枚めくっていただきまして、その図は電力線搬送通信、ＰＬＣ（Power Line Commu

nication）あるいはＰＬＴと呼びますが、これの概要をまとめております。左側に現状、

右側に利用イメージ、一番下にはＰＬＣの利用周波数帯が描かれています。 
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 まず現状でございます。電力線はもともとご承知のように高周波電流を流すことを想

定しておりませんで、電波が漏れやすいという問題がございます。これにつきまして、

昭和６２年、１９８７年、２５年ぐらい前ですけれども、１０ｋＨｚから４５０ｋＨｚ

帯のＰＬＣ設備が制度化されて、これまで４１６件の型式が指定されております。さら

に、平成１８年、２００６年に高い周波数帯である２ＭＨｚから３０ＭＨｚの広帯域Ｐ

ＬＣ設備が、屋内利用に限って制度化されております。このＰＬＣ設備は、今年の３月

までに１４５件が型式指定され、現在１００万台程度普及しているとのことです。 

 利用周波数帯をごらんいただきますと、周波数バンドが１０ｋＨｚから４５０ｋＨｚ

帯が既に使われており屋内外並びに送電系において利用可能でありますが、２ＭＨｚか

ら３０ＭＨｚの広帯域ＰＬＣ設備につきましては、屋内利用に限って制度化されており

ます。今回は、この屋外利用に係る答申に関してであります。 

 次のページをごらんいただきたいと思います。広帯域ＰＬＣ設備の屋外利用について

でございますけれども、これは平成２２年６月１８日、２年前でございますけれども、

その閣議決定に基づくものであります。スマートメーターの普及促進に向けた屋外通信

の規制の緩和でございますけれども、２ＭＨｚから３０ＭＨｚの周波数帯でのＰＬＣの

屋外利用につきまして、事業者から具体的な提案等の確認の上、無線通信あるいは無線

通信業務への影響等の検証・検討を開始し、結論を得るというものであります。 

 この閣議決定を受けまして、電波利用環境委員会におきまして広帯域ＰＬＣの屋外利

用について検討いたしました。委員会の下に高速電力線搬送通信設備作業班を設置して、

検討いたしました。作業班の構成は、資料の８９－１－２に書かれております。別表に

あります。後でごらんいただきたく思いますけれども、その検討経過は１ページから３

ページ目に書かれてあります。作業班は９回開催されまして、電波利用環境委員会は３

回開催されております。 

 概要版に戻っていただきまして、次のページに移りますが、広帯域ＰＬＣの屋外利用

の具体例と検討の範囲についてでございます。広帯域ＰＬＣの屋外利用につきましては、

閣議決定に基づき、一昨年の平成２２年７月から９月にかけて、電力会社、高速電力線

通信推進協議会等々の事業者からの具体的な提案等を調査しましたところ、スマートメ

ーターの機能のうち検針データの送信等に必要な送電線を用いた通信に関する具体的な

提案はございませんでした。これは、既に１０ｋＨｚから４５０ｋＨｚの低速のＰＬＣ

が制度化されておりまして、これで十分対応可能であるということと、したがって広帯
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域ＰＬＣで宅外まで通信する具体的な提案はなかったということであります。 

 それにかわりまして防犯カメラ、電気自動車の充電制御、あるいは電気自動車のナビ

等のシステムのアップロード、バージョンアップ等の使用にこういう要望がございまし

た。 

 真ん中に図面がございます。宅内の図と、それから左側には電力メーターから柱上ト

ランスを経て送電線の絵が描かれていまして、分電盤の下に家屋内と家屋外の絵があり

ます。屋外ＰＬＣ設備の検討範囲としましては、今回、分電盤から電力メーターにつな

がる部分は検討対象外としまして、分電盤の下につながる系に対しまして、１００ボル

ト、２００ボルトから周波数が５０Ｈｚ、６０Ｈｚの単相交流を使う。で、同一の分電

盤の屋内側に接続して、同じ敷地内のＰＬＣ設備との通信を行う場合を想定しておりま

す。 

 次のページをごらんいただきますと、屋内広帯域ＰＬＣ設備における漏えい電波の許

容値の考え方であります。これは平成１８年に既に答申されたものであります。そのと

きの考え方は、保護すべき無線業務を資料の左に、それに対する検討内容を右側に整理

しました。今回は、既に制度化されております屋内ＰＬＣの技術基準を拡張するという

考え方で、屋外の、屋外といっても同じ分電盤内の下につながる範囲でありますけれど

も、そこでの技術基準を考えるというのが基本的なスタンスであります。 

 無線業務との共存条件としましては、屋内広帯域ＰＬＣ設備を設置した建物から１０

ｍ離れた点での電界強度が周囲雑音レベル程度となるように、電力線に生じるコモンモ

ード電流の値を逆算して、これを許容値として規定し、あわせて測定法を定めたという

のが基本的な考え方であります。 

 次のページを開いていただきますと、屋内ＰＬＣに対しまして、屋外ＰＬＣの違う点

はどこかと、その評価をどうするのかというのが表にまとめてございます。異なる要因

の一番大きな点は、配電系に分岐がなく、漏えい電波が生じにくい。屋内の電力線に高

周波電流を流しますと、２本ありますので、行きと帰りの電流が流れる。この電流をデ

ィファレンシャルモードの電流と申しますけれども、ＰＬＣの通信はこのディファレン

シャルモードの電流を使う訳ですが、ディファレンシャルモードの電流というのは電波

を生じますけれども、電波が相殺された結果として、漏えい電波がより出にくいという

状況になります。 

 一方、分岐、二股コンセント等ですけれども、こういうものがありますと電気的な不
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整合が生じまして、ディファレンシャルモードの電流はコモンモードの電流に変換され

るわけです。コモンモードといいますと、２本線がありましても同じ方向に電流が流れ

ます。これはアンテナに流れる電流と同じになりますから、漏えい電波が発生します。

こういう問題があります。屋内の場合はこれを想定した技術基準が検討されましたが、

屋外におきましては幸いにも屋内と違いまして、そういう分岐がないという点では、漏

えい電波は生じにくいのではないかというのが想定されます。 

 ただ、もう一つ、屋外の場合は配線長が長くなる。いわゆる電源線が引き回される結

果として、配線長が長くなるという問題があります。この長くなることによる漏えい電

波の影響が懸念されます。 

 ３つ目が、大地面の影響があります。屋内ですと大地の影響はございませんけれども、

屋外ですと大地面の影響があります。大地面の影響というのはいい方向の、いい方向と

いうのは大地は導体ですので、その上に電源線を引き回しますと、電流が流れたときに

反対方向に流れるイメージ電流ができまして、そのイメージ電流で漏えい電磁界が相殺

される結果として、漏えい電波が弱まることが期待されます。 

 最後は、屋内ですと建物の壁がございますので、建物内に配備されたＰＬＣから出る

漏えい電波が建物の壁等によって減衰するわけです。しかしながら、屋外におきまして

は壁の減衰効果が期待できませんので、漏えい電波が減衰しないという問題が想定され

ます。 

 こうした問題に対しましてどのように評価するかといいますと、実証実験等を積み重

ねていけばよろしいかと思うんですが、それは時間的な問題等々がございまして、効率

的ではございません。そこで、計算機シミュレーションを実施し、屋外利用のシナリオ

を想定したモデルを構築して、コンピューターシミュレーションで結果を予測する。も

ちろん、大地面の電気定数を考慮して、その大地面が漏えい電磁界にどのような影響を

及ぼすかといったこともコンピューターシミュレーションできますので、そうしたコン

ピューターシミュレーションの結果で予測した事項を、定量的に評価する。ただ、コン

ピューターシミュレーションだけですと、その妥当性を検証しなければいけませんので、

シミュレーション結果を、屋内ＰＬＣの許容値で動作するモデムを使って、実験検証を

行うというアプローチで検討しましたところ、シミュレーション結果と実証実験で共振

の問題がある、その共振の周波数で漏えい電波が強くなることが確認されました。 

 次のページは、その実証実験の結果例を示しております。現在市販されております屋
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内広帯域ＰＬＣを使いまして、その周囲８方向１０ｍ離れた地点における漏えい電界強

度を測定しております。この実証実験は２カ所で行っておりますけれども、１カ所は電

気通信大のキャンパス、もう１カ所は福岡にある検証ハウスのモデルであります。最初

は、事業者からの提案では監視カメラとＥＶモデルがありましたけれども、監視カメラ

は大地から上空に電力線を延長するために、大地の影響を受けない分だけ漏えい電波の

減衰が期待できない、いわゆるワーストケースになるのではないかということは十分想

定できます。ＥＶのほうは、大地に対して沿う形で電源線を配備しますから、この場合

は漏えい電波は小さいのではないかと。これはコンピューターシミュレーションでも確

認されております。 

 今、図に載せてありますのは、電通大のキャンパス、監視カメラの漏えい電界の値で

す。横軸に周波数２ＭＨｚから３０ＭＨｚ、縦軸に電界強度であります。ブルーがＰＬ

Ｃをオンにした場合、ピンクがオフにした場合であります。周波数のスペクトルでピー

クが出ていますけれども、ＰＬＣ信号というのは線スペクトラムではなくて連続スペク

トルですので、この線スペクトルはほかの通信等で使われている周波数レベルでありま

す。 

 これをごらんいただきますと、通信時と非動作時とで増えている部分、減っている部

分がございます。なかなか評価は難しいのでございますけれども、下の図に統計分布が

示されています。周波数帯を２ＭＨｚから１５ＭＨｚ、１５ＭＨｚから３０ＭＨｚのバ

ンドに分けて、横軸に電界強度、縦軸に相対累積度数、パーセントであらわしておりま

す。これをごらんいただきますと、ブルーがＰＬＣ通信時、ピンクがオフ時であります

から、やはりＰＬＣを動作させますと電界強度が増えていることがおわかりいただける

かと思います。 

 どの程度増えているかといいますと、この差分が漏えい波によるものと推測できます

ので、その値を評価いたしました。ただ、これによりますと、例えば５０％のところを

見ると、そこの値は１ｄＢ、２ｄＢ程度でありますけれども、差分が大きいところでも

１０ｄＢ未満という結果が得られています。さらに、上の図では、周波数スペクトルの

１９ＭＨｚから２０ＭＨｚのところに赤い線が２本引いてありますけれども、そこは連

続スペクトルに近いものが出ていますので、これをごらんいただきましても、漏えい電

界の増分は１０ｄＢに満たないということがわかるかと思います。この結果はコンピュ

ーターシミュレーションの結果と同じでございまして、ほかの福岡の検証モデルでも同
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様の特性を得ております。 

 次のページをごらんいただきますと、許容値についてまとめてございます。統計解析

の結果とシミュレーションの結果、これらを合わせて２ＭＨｚから３０ＭＨｚの電源端

子のコモンモード電流の許容値をどうするかということですけれども、実験とシミュレ

ーションの結果を合わせまして、１０ｄＢ下げることで、屋内ＰＬＣと同等の漏えい電

波となる見通しが得られました。このことを受けて、屋内ＰＬＣと比較して１０ｄＢ下

げた下表のとおり、この網かけの部分でありますけれども、この値を許容値とすること

にいたしました。 

 最後の８ページでございますが、装置の測定法についてであります。許容値は屋内Ｐ

ＬＣと同じコモンモード電流でございますので、測定法も原理的に同じになります。コ

モンモード電流の測定はＣＩＳＰＲの測定に準拠してあります。そこに図がありますけ

れども、これはＣＩＳＰＲ準拠の測定法になっております。両サイドにあるＡＭＮとい

うのは、疑似電源回路網です。真ん中のＩＳＮ１というのがインピーダンス安定化回路

網であります。こういう回路網をつけて妨害電流を測定するのがＣＩＳＰＲのやり方で

あります。 

 被測定屋外広帯域ＰＬＣ装置が左側にあり、電力線が巻いてあります。これは長い電

力線を使うことを想定してあります。それからＩＳＮ１を通して、そこに流れるコモン

モード電流を電流プローブで測定するものであります。ただ、通信を行いながらですの

で、対向のＰＬＣが右側に配備してあります。屋外の使用する電力線というのは長くな

りますので、通信状態での測定をワーストケースで行うという意味で、対向のＰＬＣ装

置とＩＳＮの間に減衰器を置くわけですけれども、屋内ＰＬＣの場合はこれを２０ｄＢ

以上であったのを、今回屋外の場合は厳しくしまして、４０ｄＢ以上減衰させることに

変更したものであります。 

 ちょっと時間オーバーして申しわけございません。以上でございます。よろしくご審

議ください。 

○坂内分科会長  ありがとうございました。 

 ただいまの説明について、ご意見とかご質問ございますか。 

○相田委員  では、よろしいでしょうか。 

○坂内分科会長  どうぞ。 

○相田委員  とりあえず３点くらいお伺いしたいのですが、まず最初は３ページの図で、
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今回分電盤より内側だというお話だったんですけれども、前のページにもありますよう

に、もともとがスマートメーターの普及促進ということで、電力会社に聞かれても、電

力会社が興味があるのは電力メーターより電力会社側というんでしょうか、いわゆるＡ

ルートなので、内側に興味ないとおっしゃると思うんですけれども、これはＢルートの

通信方式として非常に期待される方式なので、ぜひ次のステップでも何でもいいですの

で、電力メーターから内側、いわゆるＢルートの通信方式として使えるようにというこ

とを、ぜひお考えいただきたいというのが１点目。 

 ２点目としては、ほんとうにコモンモードだけで大丈夫でしょうかということです。

具体的に言いますと、また３ページ目の図で防犯カメラというんですか、監視カメラで

すね。監視カメラの用途が、農家で家畜の監視をしたいというのだったりすると、母屋

から家畜小屋までが架空の平行２線で、行きと帰りが６０ｃｍくらい離れていたりしか

ねないということで、そうしたら短波のすごくいいアンテナになるような気もするんで

すね。なので、ケーブルの形態で、ちゃんとフラットケーブルだとか、地下に埋まって

いるとか、そういうことをもうちょっと規定しておいたほうが安全ではないかなという

のが２点目。 

 ３点目といたしましては、この後の実際の規格化という話になるかと思うんですけれ

ども、同じ住宅の中で従来の屋内用のＰＬＣと、今回の屋外のＰＬＣと両方使いたいと

いうときに、機器構成というんでしょうか、屋内側の機器はできれば共用したいんだと

思うんですけれども、何でも共用かというと、逆に屋内用の規格のものを屋外で使われ

る可能性もあるということで、屋内規格は屋内だけ、屋外では屋外規格のものしか使わ

れないという、そのあたりをどういうふうにインプリメントすることを考えていらっし

ゃるのか。そのあたりを３点ほどお伺いできればと思います。 

○藤原専門委員  ありがとうございます。 

 まず第１点、検討対象外のところでそういうご要望が強く出てまいりましたら、その

都度また検討したいと思います。 

 ２点目は少しおきまして、３点目の話で、屋内のＰＬＣと屋外のＰＬＣを共用して使

いたいということでございます。それは当初の作業班の議論の中に、屋外ＰＬＣが同じ

分電盤の下につながる場合には、屋内ＰＬＣの技術基準をそのまま適用できるのではな

いかという意見もございまして、検討した結果、屋内のＰＬＣの技術基準をそのままで

は、やはり屋外では数ｄＢはどうしても高くなってしまうということで、今回厳しくし
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てあります。今おっしゃったように、屋外ＰＬＣと屋内ＰＬＣの規格が違うわけですけ

れども、今回これをどうするかについては、作業班で検討の域を超えていますので、こ

れは事業者側で検討していただく問題かなと考えます。 

 ２番目の、非常に広いところで転置をした場合に、漏えい電磁波、漏えい電界は強ま

るのではないかということでありますね。 

○相田委員  といいますか、ディファレンシャルモードが結果的に、屋外ケーブルがい

いアンテナになってしまう心配はないのかということです。 

○藤原専門委員  そのとおりですね。それについての敷設の注意書きというのがござい

ます。技術基準の中にそれが書かれてございまして、それは気をつけなければいけない

と思います。例えば転置をする場合に、今おっしゃったような、離れて敷設する状況は

禁止が必要ということになりますね。これは書かれてあると思いますが、ちょっと今、

見当たりません。 

○丹代電波環境課長  事務局側から補足させていただきます。今のところは資料の８９

－１－２の別添の１２ページに、その他接続の条件という箇所に記載があります。 

○藤原専門委員  または同じ資料の報告書の２４ページですにも記載がございます。 

２４ページの４.６.３のその他にまとめております。要するに、先ほどご指摘のように、

コモンモードが出るようなケーブルは使用しないという注意書きが記載されています。 

○坂内分科会長  よろしいでしょうか。 

 では、ほかに何か。 

○鈴木委員  ２つございまして、１つは概要版と本文の記述の不整合が１カ所あるのを

見つけてしまいました。今の藤原委員のご説明では、概要版の６ページで、ＰＬＣを動

作させたときに典型的に観測される帯域として、１９ＭＨｚから２０ＭＨｚに赤い縦線

が引いてあって、その約１ＭＨｚの幅のところがというご説明をされたかと思います。

本文のほうは１９ページを見ると、同じ図に対して１３ＭＨｚ付近でということで、例

示されている周波数帯域が違うようですので、これ、整合させておいたほうがいいので

はないでしょうか。 

  それが１つです。 

 もう一つ質問なのですが、概要版の６ページに、このＰＬＣの動作をさせたときの差

が、例えば１３ＭＨｚ付近、あるいは１９ＭＨｚ付近で１０ｄＢに満たない。で、概要

版だけを字面で追っていくと、そこで１０ｄＢ下げることにするというふうにも読める
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と思うんです。概要版７ページですね。実証実験の統計分析等から、許容値を１０ｄＢ

下げると。ただ、１０ｄＢに満たないというのは、９.９ｄＢまでありますので、約１０

ｄＢですね、最大値で。１０ｄＢ差があって、１０ｄＢ下げただけでは、残留雑音と合

わせると３ｄＢ、もとよりは増えてしまいますので、なぜ１０ｄＢでよいのかという論

理構成が少し弱いのではないか。 

○藤原専門委員  はい、ありがとうございます。 

 以上でよろしいでしょうか。 

○鈴木委員  はい。 

○藤原専門委員  最初のご指摘の箇所は、概要の６ページの１３ＭＨｚあたりですね。

ここで大きな線スペクトルが出ていますがＰＬＣ信号は連続スペクトルであるため、こ

れはＰＬＣ信号ではありません。またそれ以外のところにも大きな線スペクトルが出て

います。このスペクトルはＰＬＣ信号でないということで、それでこのような線スペク

トルがほとんどない１９ＭＨｚと２０ＭＨｚの間で比較してみました。そうしますと、

差分が１０ｄＢに満たないということでした。 

 線スペクトルが出てくる場合には、ピークで差をとってしまいますと、それは誤った

結論になります。ＰＬＣ信号のレベルはＰＬＣのモデムのオン・オフの差を見ています。

結論の１０ｄＢは、コンピューターシミュレーションも合わせて結論づけた１０ｄＢで

すが、実証実験の結果は、実際には１０ｄＢよりもかなり低くて、数ｄＢだったように

記憶しますけれども、今回の実験で得られた結果からは、１０ｄＢはいかなかったとい

うことは聞いております。 

○鈴木委員  そうしますと、そこを少し丁寧に概要版に記しておく必要があると感じる

のと、逆に、では１２でも１５でも１８でも２０でもなくて、１０にしなければいけな

い理由というか、例えば技術的な問題であるとか、あるいはコストの問題であるとか、

やはり１０ｄＢというのが合理的な値なんだということを、もう一つ別の方向から述べ

ておくことも、社会全体の設計としては必要な気もするんですが。 

○藤原専門委員  はい、ありがとうございます。 

そうですね。この値の評価がなかなか難しくて、実は１０ｄＢというのは実際の漏えい電

波よりもとても高い値であります。実際、平均をとってみますと、もっと低くなります。

今回、１０ｄＢで線を引きましたが、それは１２ｄＢでも１５ｄＢでも、あるいは８ｄ

Ｂでいいのではないかという議論はあります。こういう許容値を決めるときには、ある
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程度丸めた数字で定めるというのが、これまでよく取られてきた方法ですので、それに

則って決めたということであります。 

○坂内分科会長  よろしいですね。 

 では、ほかに何か。 

○近藤委員  現状のところに、容易にネットワークの構築が可能と書いてあるんですが、

これは特別な資格を持った人でなくてもできるほど簡単なのか、それとも特別な資格が

必要なのか、あるいはコスト的に現状のものよりも安くできるのかということを、もし

教えていただけたらと思います。 

○藤原専門委員  これは屋外ＰＬＣ、屋内ＰＬＣですか。 

○近藤委員  どちらもです。 

○藤原専門委員  実は、私自身が屋内ＰＬＣを使っておりますが、私は関係するような

資格を持っていません。屋内用は市販されておりますので、それを買って、コンセント

に挿すだけでインターネットに接続できます。無線ＬＡＮも私は使っておりまして、無

線ＬＡＮでは影になる部分では通信はできないという問題がございますけれども、同じ

家の中ですと１階２階、あるいは部屋がかわったとしても、屋内ＰＬＣのモデムを簡単

に使えるという点では重宝しております。 

○近藤委員  すいません、価格としてはどのくらいのものなのでしょうか。 

○藤原専門委員  ６,０００円か７,０００円、たしか1万円以下だったと思いますが、正

確なところはちょっとわかりません、ごめんなさい。 

○近藤委員  はい、じゃ、調べてみます。ありがとうございました。 

○坂内分科会長  ほかに何かございますか。 

○廣崎委員  このサマリー版の資料の先ほど指摘された１２ページに、諸外国との比較

が出ているのですけれども、今後こういった電気系と情報系の融合が、スマートハウス

あるいはスマートコミュニティーで非常に重要になってくるであろうにもかかわらず、

これまで欧米が屋外をいち早く認可して、日本はこれが対象から抜けていたということ

で、今回の検討結果、非常に産業界としては重要な検討結果を出していただいたなと考

えております。 

 ただ、こういう電波に関する技術的な課題というのはいろいろな側面がございまして、

先ほども相田委員からございましたように、範囲が広がった場合にどうなるのかといっ

たことも含めて、今後ともコモンモードで規定するというのが電界強度も含めて非常に
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妥当な評価法であるということを、ぜひシミュレーションも合わせて、今後ともデータ

を蓄積していただきたいなと思いますので、よろしくお願いします。 

○藤原専門委員  貴重なご意見、ありがとうございます。 

○坂内分科会長  ほかに何かございますか。よろしいでしょうか。 

 幾つか、今後少し検討いただく課題というのもあるようですけれども、本件答申案、

８９－１－３のように答申をしたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○坂内分科会長  それでは、案のとおり答申をさせていただきます。 

 

 

 

（２）「国際無線障害特別委員会（ＣＩＳＰＲ）の諸規格について」のうち「ＣＩＳＰ

Ｒバンコク会議 総会対処方針」について【昭和６３年９月２６日付け 電気通信

技術審議会諮問第３号】 

 

○坂内分科会長  それでは続いて、諮問第３号「国際無線障害特別委員会の諸規格につ

いて」のうち「国際無線障害特別委員会バンコク会議 総会対処方針」について、藤原

先生からよろしくお願いします。 

○藤原専門委員  藤原でございます。それでは、資料の８９－２－１の電波利用環境委

員会報告概要につきまして、ＣＩＳＰＲの審議状況、これは昨年から１年間にわたる審

議状況でありますけれども、これとバンコク総会対処方針につきましてご報告いたしま

す。しかし、時間の都合がございますので、ＣＩＳＰＲの概要、それと総会の対処方針

についてだけご報告させていただきます。 

 １枚めくっていただきまして、これはいつも載せてあります国際無線障害特別委員会、

ＣＩＳＰＲの概要であります。ＣＩＳＰＲの目的は、無線通信の保護を目的として、機

器からの不要電波の許容値と測定法を策定、これを規格化することにありますが、歴史

は昭和９年に設立された非常に古いもので、ＩＥＣの特別委員会の位置づけであります。

ＩＥＣは１００を超える専門委員会がありますけれども、その中の特別委員会の位置づ

けを保っております。その理由は構成員にあります。構成員は各国の代表のほかに、例

えば国際電気通信連合、ＩＴＵから、ＣＩＧＲＥから、そういった国際機関が構成員に
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なっているところにあります。現在、各国構成員は４０カ国となっています。 

 組織はそこの図にございます。６つの小委員会から成ります。６つの小委員会それぞ

れの所掌範囲に応じて、Ａ、Ｂ、Ｄ、Ｆ、Ｈ、Ｉとありますけれども、例えば小委員会

Ａでは測定法を所掌としております。注目すべきことは幹事国ですね。日本が２つの幹

事国を担当しております。１つはＢ小委員会、それからＩ小委員会であります。 

 また、運営委員会がございます。これはＣＩＳＰＲの方向づけ、ＣＩＳＰＲのかじ取

り、一番重要な中枢の運営委員会でありますが、これにも我が国からエキスパートの方

が参加しております。総会は年１回開催されます。各国の代表が集まって、組織変更、

ＣＩＳＰＲの構造から、あるいは小委員会の共通問題等々、審議する場でありますけれ

ども、私が参加してここ数年、全小委員会に関係する問題が、非常に複雑な問題が噴出

しております。今年はバンコクでありますけれども、その問題が議論されます。 

 次のページからは、ＣＩＳＰＲの主な審議状況でありますが、時間の都合で省略いた

します。 

 ７ページをごらんください。７ページ以降にＣＩＳＰＲバンコク会議対処方針がござ

います。開催概要は、今年は来月ですけれども、１１月５日月曜日から１６日金曜日ま

で１２日間、土曜日曜を挟んで、タイのバンコクで開催されます。我が国からは４５名

が参加の予定であります。 

 基本的な対処方針は変わりません。我が国の利益と国際協調を考慮して、大局的に対

処するというものであります。 

 総会の個別対処方針だけ説明させていただきます。総会は１２日間のうち、第１週目

の週末か、あるいは第２週目に開催されますけれども、今年は第２週目、１１月１２日

の月曜日、午前いっぱい使って開催される予定であります。我が国からは私を含めて５

名の方が参加の予定であります。 

 そこの表に書かれている議題がありますが、これは一番大事な議題についてのみ対処

方針をまとめてあります。そのページには２つ、次のページには３つございます。合計

５つありますけれども、これらの議題は全て、全小委員会にかかわる、ＣＩＳＰＲ全体

にかかわる問題であります。 

 ７ページに書かれている２つはＤＣ文書という、いわゆるコメントの文書が会議の前

に各国に回付されまして、意見を求められたものであります。既に我が国からは回答し

ております。次のページの３つの議題はＱ文書、質問書であります。これも既に、事前
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に各国に回付されて意見を聴取するように求められて、我が国からも既に回答しており

ます。 

 それでは７ページに従って、ご説明いたします。ＣＩＳＰＲ規格における原則及び一

貫性という非常に重要な案件であります。これは、規格の整合性に対するアプローチと

いうことで、今、製品委員会というのが４つあります。各製品委員会で製品規格をつく

るんですけれども、それらが各製品によって、許容値や測定法が異なるわけです。そう

した現状がある一方、規格をつくる際に、それを整合させたらどうかという考え方があ

ります。今回はそのような原則を提案されたものであります。製品規格が従うべき原則

を、ＣＩＳＰＲの運営委員会で検討されて、それがまとめられて各国に意見が求められ

た案件であります。 

 ６つの原則が定義されておりまして、例えば大原則ですと、全ての無線、電気通信業

務は、一貫したレベルで保護されるべきだという前提があって、さらに細目があるとい

う内容であります。我が国の回答は、これに対して反対の態度を表明しております。Ｃ

ＩＳＰＲは、各製品ごとで無線の保護レベルが違うのは事実でありますけれども、それ

は製品自身の特性がその製品独特のものでありますので、それが全て違うわけです。あ

る製品から漏えいする電磁界の指向性の問題とか、あと電波の発生頻度等々が製品によ

ってことごとく異なるという事実がありますので、ＣＩＳＰＲでは各製品委員会で検討

して規格を作ってきた経緯があります。その規格に対して、深刻な影響を与えたという

報告はございませんので、それにもかかわらず一貫した保護レベルを設定するというの

は、許容値の決定は不可能に近いというコメントを出しております。大原則については

賛成しますけれども、細目については表現等々のコメント等を既に出しております。 

 その次は、Ｈ小委員会の幹事国業務であります。Ｈ小委員会といいますのは、無線業

務保護の妨害波許容値を担当する委員会であります。製品委員会とはちょっと違いまし

て、ここの委員会の幹事国はデンマークです。そのデンマークから、幹事国を降りたい

という連絡が入りまして、ＣＩＳＰＲの運営委員会でそのことが審議され、４つの選択

肢をＤＣ文書として各国に回付されたのがこの案件であります。 

 ４つの選択肢というのは、Ｈ小委員会を解散する。解散して、その業務を例えばＡ小

委員会に移管、あるいは専門委員会のレベルに落とす等々、３つぐらい提案されており

ます。最後は新しい幹事国を探すというものであります。我が国としましては、Ｈ小委

員会というのは非常に重要な小委員会でありまして、冒頭でも申し上げましたように、
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総会でも６つの全ての小委員会にかかわるＣＩＳＰＲの本質的な問題が噴出しておりま

す。その議論をやるところがこのＨ小委員会でありますので、これを解散というのは非

常に問題であるという立場で、４つの選択肢の中では、我が国としてはデンマークが幹

事国を降りたならば、新しい幹事国を探すべきというコメントを出しております。 

 次のページ、時間がございませんので申しわけございませんが、環境区分によるクラ

ス分けのＱ文書、質問書であります。今までクラスというのはクラスＡ、Ｂがありまし

て、クラスＡは工業環境、商業環境、クラスＢは住宅環境であります。環境によって許

容値が異なるわけでありますけれども、同じ機器でも工業環境に使えばクラスＡ、住宅

環境に使えばクラスＢというように非常に曖昧になっている、そこをクラスＡ、Ｂの定

義をきちんとしましょうというのがこのＱ文書でありまして、運営委員会で検討されて、

その定義が回付されております。クラスＡでは、例えば放送受信機が機器から１０ｍの

距離で使用する場合が該当し、また、受信機が機器から３ｍの距離で使用する場合もＡ

だというような形で定義されております。これにつきましては、検討の結果、無線受信

機とＥＵＴとの距離は非常にさまざまでございますので、特定の距離で使用環境を規定

するのは非常に困難であるということで、この提案にはネガティブな回答をしておりま

す。 

 ９ｋＨｚから１５０ｋＨｚの伝導放射妨害。これもＱ文書であります。これは、スマ

ートメーター、例えば低速通信のスマートメーターにおいては、今許容値がございませ

んので、１５０ｋＨｚ以下の例えば伝導妨害波試験の必要性について議論しなければい

けないという内容であります。具体的には、ＣＩＳＰＲ１４－１が妨害波電圧の測定で

す。それから伝導イミュニティ試験。いわゆる耐性試験については１４－２ですけれど

も、現在の対象は１５０ｋＨｚ以上でありますが、この規格に９ｋＨｚから１５０ｋＨ

ｚまでの周波数範囲を追加してはどうかというＱ文書であります。これにつきましては、

賛成の立場で回答をしております。我が国も１５０ｋＨｚ以下の干渉事例については調

査をいたしまして、数多くの事例をまとめており、それをＣＩＳＰＲに提出しておりま

す。 

 最後は、二重絶縁装置でございます。これもＱ文書でありますが、二重絶縁といいま

すのは電源線にアースがないものでありまして、２年ほど前に、これはオーストラリア

からの提案ですが、こういう二重絶縁装置の試験の周波数が１５０ｋＨｚから３０ＭＨ

ｚであり、伝導試験方法につきましてグラウンド面の距離を変えますと、妨害波レベル
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が大きくなったという報告であります。これは、電気的には当然でありまして、これで

１５０ｋＨｚから３０ＭＨｚの伝導妨害試験の方法を見直してはどうかという内容でし

たけれども、検討の結果、これはＣＩＳＰＲの試験方法の根幹を揺るがすものであるの

で、我が国としては反対の回答をしております。 

 ちょっと時間が超過しまして、申しわけございません。以上でございます。よろしく

ご審議をお願いします。 

○坂内分科会長  ありがとうございます。 

 ご質問、ご意見ございますか。どうぞ。 

○青木委員 デンマークが幹事国をおりるということなんですけれども、日本としては新

しい幹事国を、どこを推すということは決まっているんでしょうか。なるべく有志国を

推して団結が保たれればいいと思うんですけれども、その辺、教えてください。 

○藤原専門委員  よろしいですか。 

 それは議論しました。具体的には韓国であります。実は、韓国とは、このＣＩＳＰＲ

において、私が入ってもう８年になりますけれども、相当前から韓国グループと日本グ

ループでジョイントのミーティングを重ねております。規格に際しても、アジアから協

力し合って出していこうという協力体制ができておりますので、今回我々としては、韓

国を推すという考えがあります。 

 よろしいでしょうか。 

○青木委員  ありがとうございます。 

○坂内分科会長  ほかに何かございますか。よろしいでしょうか。 

 それでは、本件答申案８９－２－３のように答申をしたいと思いますが、よろしいで

しょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○坂内分科会長  どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまの答申に対しまして、総務省から今後の行政上の対応についてご

説明を伺えるということですので、よろしくお願いします。 

○武井電波部長  総合通信基盤局電波部長の武井でございます。本日は２つの諮問につ

きまして、それぞれ一部答申をいただきまして、まことにありがとうございます。 

 本日いただきました一部答申のうち、まず広帯域電力線搬送通信設備の屋外利用に係

る許容値及び測定法についてでございますが、２ＭＨｚから３０ＭＨｚの周波数帯を利
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用する広帯域ＰＬＣ設備に関しまして、従来屋内での利用に限られていたものを、近年

のニーズなどを踏まえ、屋外でも使用できるよう許容値や測定法をご検討いただいたも

のでございます。総務省といたしましては、本日ご答申いただきました内容を踏まえ、

制度の見直しなど、所要の検討を開始してまいります。 

 次に、ＣＩＳＰＲバンコク会議への対処方針につきましては、本日ご答申いただきま

したとおり、無線通信に対する各製品の妨害波の影響を総合的に勘案し、我が国の利益

と国際協調を最大限に実現できるように対処してまいることといたします。 

 最後になりますが、取りまとめいただきました藤原主査はじめ、委員の皆様方には大

変ご熱心なご審議をいただきまして、まことにありがとうございました。厚く御礼申し

上げます。今後とも情報通信行政に対しまして、ご指導のほどよろしくお願い申し上げ

ます。本日はどうもありがとうございました。 

○坂内分科会長  何かございますか。よろしいですか。 

 

２．報告事項 

「放送システムに関する技術的条件について」のうち「放送事業用無線局の高度化の

ための技術的条件」に関する検討開始について【平成１８年９月２８日付け 情報

通信技術分科会諮問第２０２３号】 

 

○坂内分科会長  それでは、続いて報告事項に移らせていただきます。諮問第２０２３

号「放送システムに関する技術的条件」のうち「放送事業用無線局の高度化のための技

術的条件」に関する検討開始について、委員会主査の伊東委員から概要を説明いただい

て、その後、詳細について事務局から説明をいただきたいと思います。 

 それでは、まず伊東委員からよろしくお願いいたします。 

○伊東委員  伊東でございます。 

 資料は８９－３の１枚物でございます。今回の検討対象は、視聴者へ直接番組をお届

けする放送そのものではなくて、放送番組の素材となる映像や音声を取材現場などから

放送局のスタジオへ伝送するためのシステムでございます。したがいまして、可搬型の

システムも多く、またマラソン中継などのように移動しながら用いられるものもござい

ます。 

 このような放送事業用無線局の高度化に関する技術的条件につきまして、放送システ
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ム委員会で先週から検討を開始いたしましたので、ご報告申し上げます。詳細につきま

しては委員会事務局からご説明いたします。 

○野崎放送技術課長  事務局でございます。資料８９－３に基づいてご説明させていた

だきます。 

 まず、裏面をごらんください。この度ご検討をいただく放送事業用無線局というのは、

英語で言うとＦＰＵ、Field Pick-up Unitと呼ぶ無線システムで、図示しておりますよ

うに、車載型ＦＰＵと可搬型ＦＰＵに分かれます。車載型のＦＰＵは、マラソン中継と

かロードレースのような中継に使われます。可搬型ＦＰＵは、背負って災害現場とか報

道現場からの中継に使われます。ＦＰＵからの映像素材などは、中継基地を通して放送

スタジオに番組を伝送するものでございます。このうち、下の周波数配置図にあります

ように、８００ＭＨｚ帯のＦＰＵにつきましては、携帯電話に使用するために移行を求

められております。 

 表の面に戻っていただきまして、検討開始の背景でございます。現在ＦＰＵは、８０

０ＭＨｚ帯、マイクロ波帯、４２ＧＨｚ帯及び５５ＧＨｚ帯において使用されておりま

す。しかしながら、平成２３年９月に改定されました周波数再編アクションプランで、

８００ＭＨｚ帯のＦＰＵを１．２ＧＨｚ帯及び２．３ＧＨｚ帯に移行させまして、その

後、携帯電話用としてＦＰＵが使用していた８００ＭＨｚ帯を使用することが決められ

ております。 ＦＰＵが使用できる周波数のうち、この８００ＭＨｚ帯を除きますと、

いずれも高い周波数でございまして、これらの高い周波数帯のＦＰＵでは運用が見通し

内に限られ、長距離で安定的な中継が難しいことから、マラソン中継などの長距離の移

動を伴う中継に適しているとは言いがたい状況になっております。 

 このため、移行先である１.２ＧＨｚ帯及び２.３ＧＨｚ帯につきまして、見通し外の

伝送路でも使用可能なように技術的条件を整備するものでございます。また、これらの

高い周波数帯を使用することで、従来より周波数帯域幅が拡大することから、例えばハ

イビジョンのような、番組素材を高品質に伝送するための技術的条件もあわせて検討す

るものでございます。 

 検討内容につきましては、「放送システムに関する技術的条件」のうち「放送事業用無

線局の高度化のための技術的条件」でございます。検討体制につきましては、伊東主査

のもとの放送システム委員会において検討を開始しております。答申を予定する時期で

すが、携帯電話事業者と放送事業者の間の移行の協議が来年度をめどに開始されますの
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で、年度内をめどに一定の制度化が必要ですので、タイトなスケジュールでございます

が、平成２５年１月頃を目途にご検討を進めていただく予定でございます。答申後の行

政上の措置は、関係省令等の改正に資するということでございます。 

 ご説明は以上でございます。 

○坂内分科会長  ありがとうございました。 

 何かご質問、ご意見はございますか。よろしいですか。 

 では伊東先生、短期ですけれども、よろしくお願いいたします。 

 以上で用意をした議題は終わりですけれども、皆さんから、委員から何かございます

か。よろしいですか。 

 事務局からは特に。 

○松村管理室長  特にはございません。 

 

閉  会 

 

○坂内分科会長  それでは、今日の会議を終わらせていただきます。 

 次回の日程は別途ご連絡申し上げますので、よろしくお願いいたします。 

 今日はどうもありがとうございました。 

 

 


